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商業活性化，フードデザートの解消，交通弱者対応，

シェアリングエコノミー，空間分析 

 

兵庫県高砂市と本学との包括連携協定，高砂商工会議所と本学との産学連携協定基づ

き，社会情報科学部では，2025 年度の研究演習 I，地理情報システム，社会調査法を講

義横断で利用して，PBL（Project Based Learning）を実施し，それらを受講した際の

研究成果に基づき，東京大学公共政策大学院共催，デジタル庁後援による COG2025 に高砂市が高砂市の

商業活性化に関する課題について，高砂市に対して行った提案である．  

 層購買力の推定式（1）を構築 

  ∑ 𝑎𝑖𝑗 ∗ 𝑏𝑖𝑖∈𝐴                               (１) 

  ただし，𝑎𝑖𝑗 は各メッシュ i におけるの５歳階級別の階層 j の人口(人), 

 𝑏𝑖は i の 5歳階級別の年齢階層の平均所得額(円) 

  (e-Stat令和 4年度国民基本調査 から世帯人員一人当たり平均所得金額を利用) 

 

国土交通省が提供する，国土数値情報ダウンロード

サイトから入手した，2045年までの 4次メッシュ（250

ｍの正方形）ごとの将来人口推計人口と令和 4年の国

民基本調査の世帯員一人当たりの平均を所得金額の公

表値を用い，各ゾーン（250ｍの正方形領域）での 2025

年と 10 年後の 2035 年の各年次の総購買力の変化を

令和４年の平均所得額を利用し，定量的な把握を行っ

た結果（図 1），現在商業施設が集中しているＪＲ宝殿

駅付近や米田地区での購買力の減少が予測される半

面，現在，あまり商業施設が集積していない山陽電鉄

荒井駅周辺及び高砂駅の南西方面，ＪＲ曽根駅の北東

方面での購買力の増大が予測される結果が得られた． 

 一方，現状で荒井駅付近にはスーパーマーケットや

都市性の豊かな飲食サービスなどの商業系の施設が限

られており，今後予定されている同地区の再開発事業

において，これらの商業施設の導入の検討の必要性が

あることが明らかになった． 

 

高砂市と本学との包括連携協定に基づき，社会情報科学部の講義横断型 PBL（Project 

Based Learning）における教育・研究成果の一部である． 

なお，同研究成果の一部は，地理情報システム学会主催のアイディアコンテスト「GIS

トビラをひらく」において最優秀賞受賞，東京大学公共政策大学院共催の COG2025 においてファイナリ

スト（全国から 63 応募のうち上位 13 位入選）として選出され，既に発表済みである．同コンテストに

おいて，データ分析の質と量，データ分析のち密さは高く評価された．  

 

図 1 2025年と 2035年の層購買力推定額の差 


